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１．はじめに 

居住地における都市機能施設の撤退により地方都

市居住者の生活利便性低下に対応するためコンパクト

＋ネットワークを形成するための施策が多くの都市で

実施されているが、目指すべき都市構造が形成されて

いるかの評価が必要である。そのためにも都市機能施

設の誘導と人口密度分布の変化および居住誘導区域設

定の検証を行う必要がある。 

本研究では、都市機能施設分布と居住人口密度との

関係を居住人口集中指標値を用いてシミュレーション

することを目的とする。 

２．分析対象地域と調査データ 

分析対象地域は長野市域とする。市域を立地適正化

計画に基づき居住誘導区域内外および都市機能誘導区

域における人口密度分布、都市機能施設立地分布、駅・

バス停、土砂災害・浸水災害等警戒区域分布(以下、社

会経済指標分布と総称する)を明らかにする。分布単位

は平成 28 年度 PT 調査で設定された小ゾーンとする。

調査データは以下の表 1 に示す。また用途別の施設分

布状況を把握し、アクセシビリティを算出するために

ArcGIS の用途分布と PT 調査によるトリップ先の用途

を対応付けする必要がある。対応表を表 2 に示す。 

３.居住人口密度および都市機能施設の近接性の実態 

(1)小ゾーンの人口密度分布 

図１に小ゾーンの人口密度分布および居住誘導区

域、都市機能誘導区域を示す。 

居住誘導区域外にくらべ居住誘導区域内及び都市機能

誘導区域の人口密度分布が高いことがわかる。 

(2) 都市機能施設の近接性と居住人口密度との関係 

(ⅰ) 近接性指標  

Aj(u)：小ゾーン j における施設(用途)u の密度数 

 Lij(u)：ゾーン j(ゾーン i も含む)に立地する施設(用

途)u の立地位置(同一施設でもゾーン内に複数ある

(s=1,2,…,S)、例えばコンビニエンスストア、食料品店、 

表 1 使用データ 
データ種類(提供年) 

バス停留所データ（H28）。長野市域人口データ
（H30）。鉄道データ（H31）。土砂災害警戒区域データ
（R2）。洪水浸水想定区域データ（R2）。地価データ
（R3）。 

表 2 GIS と PT 調査の対応付け 
都市機能施設 PT 調査施設分類 
家庭用品施設 スーパー、デパート、問屋、卸売 
食料品店 コンビニ、食料品店、個人商店 

医療・福祉施設 医療、福祉、厚生 
事務所・会社・銀行 事務所・会社・銀行 

教育機関 
保育施設、小学校、中学校 

高校、大学 
文化施設 図書館、美術館、博物館 

宿泊・娯楽施設 宿泊、娯楽施設、体育施設 
飲食施設 飲食店 

 

 

図１ 小ゾーンの人口密度分布と区域の関係 

病院など)までの距離としていたが、距離は起点ゾーン

i のセントロイドから、当該施設 u が立地する小ゾー

ン j までの距離とする。ただし、同一ゾーン内の距離

は STRADA では算出されないので、ゾーン内の移動

する平均距離 d は、ゾーン面積 S と同じ面積を持つ円

の半径と仮定して式(1)で算定する。 

       d=(S/π)0.5         (1) 

Api
k(u)：ゾーン i の移動手段 k による用途 u の AC。当

該ゾーンに用途 k が近接しているほど当該ゾーンが選

ばれる。すなわち、自宅から生活に必要な店が近く 
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にある。さらに他ゾーンとの競合も考慮し、起点 i か

ら移動手段 k を利用してゾーン j の用途 u に来訪した

交通量 tijk(u)を用いる。算定式は式(2)となる。 

𝐴௣௜
௞(𝑢) = ∑ ൜

஺ೕ(௨)

௅೔ೕ(௨)
ൠ × 𝑡௜௝

௞ே
௝ୀଵ (𝑢)     （2） 

この算定式により、移動しなかったゾーンは除かれ、

移動勢力圏を考慮できることになる。 

指標にまとめると、式(3)となる。 

𝐴௣௜(𝑢) = ∑ ∑ ൜
஺ೕ(௨)

௅೔ೕ(௨)
ൠ

௃
௝ୀଵ × 𝑡௜௝

௞௞
௞ୀଵ (𝑢)     （3） 

起点ゾーン i からの移動手段の利用実態を考慮した移

動勢力圏内の近接性となる。 

(ⅱ)人口密度分布と社会経済指標等との相関分析 

都市機能誘導区域、居住誘導区域内(都市機能誘導区

域除く)、居住誘導区域外に分けて解析を行う。結果を

表 3 から表 5 に示す。 

分析の結果から、都市機能誘導区域や居住誘導区域

内において、人口密度が高い地域ほど医療施設が近接

している傾向が見られる。また、居住誘導区域内にお

いて洪水浸水の有意性が示されている。市街地に限定

すると居住地環境が河川から土砂が堆積した低く平ら

な土地であることから人口が集中しているためである。 

居住誘導区域外においてはコンビニ・個人商店や飲

食店に近接しているほど人口が集まっている傾向にあ

る。また、駅が有意性を示していることにより交通の

利便性を求めて人口が駅周辺地域に集積していると考

えられる。 

 居住誘導区域外において土砂災害の有意性が示され

ているのは、山地からの土砂が流出してできた勾配の

緩やかな扇状地を居住地としているからではないかと

考えられる。 

(3)居住人口集中指標分布 

表 3～5 までの居住人口密度と社会経済指標の関係

を表す結果と、各小ゾーンの現状の社会経済指標デー

タ Xa
i(k)を用いて式(4)で示される居住人口集中指標値

Sp
a
iを算出する。 

Sp
a
i=βa

i(1)×Xa
i(1)+・・・+βa

i(k)×Xa
i(k)   (4) 

ここで a は区域、i は区域 a 内の小ゾーン番号、k は 

式(3)および駅・バス停、災害危険箇所の有無を表す

社会経済要因番号とする。 

居住人口集中指標値の算出結果を図 2 に示す。 

表 3 都市機能誘導区域の相関分析 *：5％有意,**：1％有意 

変 数 回帰係数 t 値 

学校 AC -0.0373 -2.2210* 

医療 AC 0.4857 5.9286** 

土砂災害 2014.5682 2.2155* 

相関係数 0.8095 

表 4 居住誘導区域内の相関分析 *：5％有意,**：1％有意 

変 数 回帰係数 t 値 

洪水浸水 1446.8134 3.2484** 

学校 AC -0.0318 -2.2429 

医療 AC 0.3846 5.0287** 

相関係数 0.8282 

表 5 居住誘導区域外の相関分析 *：5％有意,**：1％有意 

変 数 回帰係数 t 値 

土砂災害 664.3107 2.8246** 

駅 476.2572 2.8798** 

学校 AC 0.0108 2.2546* 

福祉 AC 0.2903 2.6111* 

厚生 AC -15.4751 -4.8482** 

コンビニ・個人商店 AC 0.5880 3.6118** 

飲食店 AC 0.3627 6.3224** 

相関係数 0.9007 

 

 

図２ 居住人口集中指標値分布 

図２から都市機能施設および駅が存在する小ゾー

ンの値が大きいことがわかる。 

４．まとめ 

 土砂災害および洪水浸水区域も含まれていることか

ら、居住誘導区域の設定および都市機能施設の誘導に

課題があることがわかる。 

なお、発表時には都市機能施設の誘導パターンに基

づく居住人口密度の分布をシミュレーションした結果

を示す。 

＜参考文献＞  
1)  北村：都市機能施設の立地分布および交流軸の形成が居住

地分布に与える影響.令和 3年度土木学会中部支部研究発表会 

IV-66 令和4年度土木学会中部支部研究発表会

- IV-66 -


